
　

※この公共施設カルテは、令和5年3月31日時点のものです。

伊勢市公共施設カルテの見方（1ページ目）

※1：都市計画区域とは、市町の中心を含み、一体の都市として総合的に整備・開発・保全する必要がある区域を指します。

※4：耐震改修状況を記載しています。新基準は不要となり、旧基準は「不要」、「実施済」、「未実施」を記載しています。
（新基準：昭和56年6月1日建築基準法施行令改正 、旧基準：改正前）

※2：用途地域とは、市街地の土地利用に関する最も基本となる都市計画で、住居系・商業系・工業系地域に分け、建築物の用途・建ぺい率・高さ等を規制することにより、
住居系については生活環境を保護し、商業系・工業系については商工業の利便性を高め、秩序あるまちづくりの推進を目的に定めています。 

※3：特定用途制限地域とは、都市計画区域の中の用途地域が定められていない区域において、その良好な環境の形成又は保持のため、地域の特性に応じて合理的な土地
利用が行われるよう、特定の建築物や工作物の用途に対する制限を定めるものです。

施設類型
施設を用途別に大き

く区分したものを「大

分類」とし、それらをさ

らに区分したものが

「中分類」「小分類」と

なります。

都市計画区域
都市計画区域(※1)の

指定状況を記載して

います。

用途地域
用途地域(※2)の指定

状況を記載していま

す。

特定用途制限地域
特定用途制限地域

(※3)の指定状況を記

載しています。

供用開始日
建物の引き渡し日を

記載しています。

併設・複合施設の場

合は、代表建築物の

取得年月を記載して

います。

運用方法
運用形態（直営、委託、

指定管理、民営（貸

付））を記載していま

す。直営以外の場合

は、契約先や契約期

間も記載しています。

指定管理者
運営形態が直営以外

の場合は、契約先や

契約期間も記載して

います。

地域区分
市町村合併前の自治

体名を記載していま

学校区
小中学校の校区を記

載しています。

総延床面積
建物の総延床面積を

記載しています。併

設・複合施設の場合

は、全ての施設の延

床面積を合算してい

建物情報
複合施設（１棟の建

物内に複数の施設が

設置されている施設）

の場合は、複合施設

名を記載しています。

施設面積
当該施設の面積を記

載しています。

耐震（※4）

棟情報
施設を構成する棟

（建物）情報を記載し



※この公共施設カルテは、令和5年3月31日時点のものです。

（1）試算期間：調査年度（2015年度）から40年間
（2）耐用年数の設定：目標耐用年数　60年（日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」）
（3）更新年数の設定
　　　　・建設時より30年後に大規模改修を行い、60年間使用して同床面積で建替えと仮定（建物附属設備（電気設備、昇降機設備等）及び
　　　　　配管の耐用年数がおおむね15年であることから、２回目の改修である建築後30年で建築物の大規模改修を行い、その後30年で建て替えると仮定）　　　　　　　　
　　　　　※大規模改修：老朽化した箇所を部分的に修繕するのではなく、他の部分をまとめて当初の機能を超えて改修する
　　　　・試算の時点で、建設時からの経過年数が31年以上50年未満の施設については、今後10年間で均等に大規模改修を行うと仮定
　　　　・試算の時点で、建設時より50年以上経過している施設については、建替えの時期が近いため、大規模改修は行わないと仮定
　　　　・試算の時点で、建設時より61年以上経過している施設については、建替えにかかる費用を今後10年間で均等に配分
（4）建替え・大規模改修期間：建替えは３年間、大規模改修は２年間
（5）その他：建替えを想定していない文化財は対象外

伊勢市公共施設カルテの見方（2ページ目）

※1：歳入歳出の内訳金額については、千円未満を四捨五入しているため総額と一致しないことがあります。
※2：指定管理とは、これまで地方公共団体やその外郭団体に限定していた、公の施設の管理・運営を株式会社をはじめとした営利企業・財団法人・NPO法人・市民グルー
プなど、法人その他の団体に包括的に代行されることができる指定管理者制度に基づく施設の管理委託のことを言います。この管理委託に係る費用を指定管理料といいます。
※3：総務省更新費用試算ソフトの試算条件

利用料金収入
条例に定める施設の

利用料金のみを記載

しています。減免して

いる場合は、減免後

の収入を記載してい

その他の収入
上記以外の収入を記

載しています。住民票

等の発行手数料収入

なども含めています。

施設・設備管理

委託料
施設に係る警備や施

設点検などの維持管

理に要する委託料を

を記載しています。

事業運営に係る

費用
施設で実施する事

業の費用（人件費含

む）などを記載して

います。

人件費
施設の維持管理に

携わった正規職員の

人件費を記載してい

ます。

指定管理料

（※2）

グラフ（歳出入）
施設面積１㎡あたり

の歳入・歳出額と施

設小分類における

平均値の推移をグラ

フにて掲載していま

サービス提供状況
提供しているサービ

ス状況を掲載してい

ます。施設分類により

「開館日数」「利用者

数」「定員数」「学級

数」などを記載してい

ます。

グラフ（サービス）
施設におけるサービ

ス提供状況と施設

小分類における平

均値の推移をグラフ

にて掲載しています。

総務省更新費用試算ソフトによる試算条件（※3）
試算による①大規模改修と②更新の「予定年度」及び「費用見込み」は、伊勢市公共

施設等総合管理計画の計画期間（2014～2044年度）内についてのみ記載しています。

グラフ（単位当た

りコスト比較）
サービス提供単位ご

とと１㎡あたりのコス

ト情報をグラフにて

掲載しています。

その他
建物の保険料や備

品購入費、土地建物

の賃借料などを記載

しています。また、令

和２年度分までは、

建物の減価償却費を

含んでいます。


